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2 Ⅰ．総論 健康危機に関する原因とその対応など

災害・緊急事態・健康危機の定義

災害（disaster）とは，日本の災害対策基本法（1961 年 11 月 15 日制定）で「災害
　暴風，竜巻，豪雨，豪雪，洪水，崖崩れ，土石流，高潮，地震，津波，噴火，地滑
りその他の異常な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程
度においてこれらに類する政令で定める原因により生ずる被害」と定義されている．

重要なポイントは，「現象・出来事」そのものよりも「生ずる被害」，特に「人間の
生命・生活に対する影響」である．例えば，大規模な地震・津波が無人島で発生して
も，人間の生命・生活に影響しないため災害や緊急事態とは呼ばない．逆に，小さな
ビルの火災でも，多くの人が巻き込まれて死傷すれば災害になる．

何人以上の生命・生活に対する影響・被害があれば「災害」と呼ぶかについては，
日本国内でも世界でも統一した定義がなく，政治・行政，社会学，労働安全・安全工
学などの観点，対応する組織・機関によって異なる．例えば，日本の労働災害におけ
る「重大災害」は一時に 3 人以上の労働者が業務上死傷または罹病する災害，消防庁
が定義する「災害」は死者 5 人以上の救急事故，または死者および負傷者の合計が
15 人以上の救急事故である．

緊急事態（emergency）とは，人々の健康や生命，財産，環境などに危険が差し迫
り，緊急の措置が必要な状態のことである．国家や自治体などが，法令に基づいて特
殊な権限を発動し，広く一般に注意を喚起し，適切な行動を奨励・勧告するために，

「緊急事態宣言」を発令することもある．
また，災害や緊急事態に属さなくとも，多くの人々の健康や命を損なう問題が生じ

ポイントポイント

▼  「災害」は人間への影響や被害，「緊急事態」はニーズに対する対応能力の
観点が重要．

▼  災害対応を考える上で，ハザードとリスク，脆弱性と対応能力の把握が必要．

▼  近年は健康危機管理，世界健康保健安全保障の重要性が増している．

災害・緊急事態・
健康危機とは何か

グローバルヘルス技術振興基金（GHIT Fund）CEO，専務理事　國井 修

1



204 Ⅲ．実際の活動・教訓・提言

災害後の子どもに起こること
大規模災害を含む命に関わるような圧倒的な体

験は，「トラウマ体験」となって子どもの心身に
さまざまな影響を及ぼす．災害後の子どもにみら
れる変化の多くは反応性で，行動面や情緒面の変
化として観察され一過性である．それらは「異常
な体験をした子どもの正常な反応」と，「これま
で潜在していた問題の顕在化」に大別される．

1）異常な体験をした子どもの正常な反応
異常な体験，通常ではありえないような体験の

あと，子どもの心身や行動にみられる正常な（健
康的な）徴候として，「いつもよりも元気がな
い」，「イライラ，興奮しやすい」，「怖い夢をみ
る」，「眠れない」，「食欲が低下する」，「頭痛，腹
痛など身体症状を訴える」，「お母さんやお父さん
から離れたがらず，甘えん坊になる」などがあ
る．いつもの子どもの状態と異なっていても，通
常は時間の経過とともに軽快していくものなの
で，特別な介入や専門的な治療は必要ない．

一方，これらの健康的な反応でも，その様態が
「深く長く続く」，「反応として理解・了解しがた
い」，「日常生活に支障がある」場合は病的な状態
が考えられ，注意が必要である．また，フラッ
シュバックや繰り返す悪夢など持続的な「再体
験」症状，体験を連想させるものからの回避症
状，ボーッとする状態などの意識レベルの変容，
周囲（人や物事）への関心が薄れ，疎遠になる状
態などがみられる場合も，専門的治療や介入につ
いて検討する．

2）これまで潜在していた問題の顕在化
子どもは社会的な存在である．子どもの心身の

変調は，子ども本人の問題だけでなく，家族や子
どもが生活する環境・地域社会との関係性の中で
とらえる必要がある．大規模災害は，子どもがこ
れまで生活していたコミュニティを崩壊させ社会
システムを変容させる．そのため，地域社会の中
で目に見えない形で得られていた支援が途絶えて
しまい，潜在的な問題が表面化する．虐待，マル
トリートメント（身体的，心理的，性的）やネグ
レクト（身体的，心理的，医療的，教育的），家
族の問題（家庭内暴力，両親の不和，アルコール
や薬物乱用，精神疾患，犯罪傾向）などがあげら
れる．貧困や子どもの慢性疾患・精神疾患，発達
障害も考慮する必要がある．これらの問題は，子
どもへの対応だけでなく，家族や地域社会に対し
ても適切な働きかけ・対応が必要である．

急性期の対応
1）急性期対応のゴールを意識する

災害後の子どもへの急性期対応の目的および
ゴールは，これらの子どもの変化に対処しつつ心
身の状態・行動の安定化を図ること，および病的
状態の早期発見・介入（専門的治療へつなぐこ
と）である．

2） 子どもが「見守られ，群れをつくって遊
べる」ことを目指す

子どもたちへの対応は，「安心感・安全感・被
保護感を実感させること」が原則である．そのた
め，子どもの言葉に耳を傾ける姿勢（傾聴）を示

子どもの反応

実践女子大学 生活科学部 生活文化学科 教授　塩川宏郷

災害後の子どものこころのケア1



312 付　録

カナダでの避難所対策

2016 年カナダ・アルバータ州フォートマクマレーの山火事における避難所運営を

現地調査した．被災者の約 5,000 人が約 500 km 離れた州都エドモントン市に遠隔地

避難することになり，そのときの対応と避難所運営について，災害対策本部司令官で

あったエドモントン市消防署長に話を聞いた．

まず避難所に必要なことは「space（広さ）」，「security（安全）」，「time（時間）」

であるという．5,000 人がベッドを使って寝られる場所を探し，警察などに安全を確

保してもらい，限られた時間でこれらを準備することが重要だった，と．そして，ベッ

ドは軍からの輸送，エドモントン市周辺のホームセンターでの購入などにより 2 日

間で準備したという．避難所は巨大な展示場で，展示会の際に食事も提供しているこ

とから，運営は展示場のスタッフに任せたという．展示場スタッフは普段から展示

パーティーなどで大量の食事を大勢に提供していることから，その経験を活かして問

題なく運営できたという．安全については，警察に巡回と入り口での警護をしてもら

い，医療は病気になったら病院に行ってもらうことで十分だったという．

またフォートマクマレーは，地元のフードバンク協会を通じて食事や災害支援物資

を被災者に提供していた．このフードバンク協会は，普段より大量の食品から日用品

まで扱い貧困家庭などに配っていたことから，普段のネットワークと人材をそのまま

使って避難所に食事と支援物資を配布するという合理的な方法が可能であった．

このようにカナダでは，行政職員が直接避難所を運営するのではなく施設の運営団

体やボランティアが運営する．またカナダ国民は，国土が広大で冬は寒いことなどか

ら自助による災害対応に自信をもっていた．「援助を待っていたら死んでしまうよ，

だから自分でやるんだ」と．
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